
第１章 総則

第１節 目的

この計画は，水防法（昭和２４年法律第１９３号。以下「法」という。）及び災害対策基本法（昭

和３６年法律第２２３号）の趣旨に基づき，洪水，内水（法第2条第1項に定める雨水出水のこと。

以下同じ。），津波又は高潮による水害を警戒し，防御し，これによる被害を軽減するため，宮城

県内の各河川，ため池及び海岸等に対する水防上必要な監視，予報，警戒，通信連絡，輸送及びダ

ム又は水門若しくはこう門の操作，水防のための水防団の活動，水防管理団体相互間の応援並びに

水防に必要な器具，資材，施設の整備と運用，避難，立退きについての大綱を示したものである。

第２節 用語の定義

この計画において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。

１ 水 防 本 部 長･･･県土木部長

２ 水 防 管 理 団 体･･･水防の責任を有する市町村又は水防事務組合若しくは水害予防組合を

いう（法第２条第２項）。

３ 指定水防管理団体･･･水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体として知事が指定

したものをいう（法第４条）。

４ 水 防 管 理 者･･･水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合若しくは水害予防組

合の管理者をいう（法第２条第３項）。

５ 消 防 機 関･･･消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第９条に規定する消防の機

関をいう（法第２条第４項）。

６ 消 防 機 関 の 長･･･消防本部を置く市町村にあっては消防長，消防本部を置かない市町村

にあっては消防団の長をいう（法第２条第５項）。

７ 水 防 団･･･法第６条に規定する水防団をいう。

８ 量 水 標 管 理 者･･･量水標その他の水位観測施設の管理者をいう（法第２条第７項，法第

１０条第３項）。都道府県の水防計画で定める量水標管理者は，都道府

県の水防計画で定めるところにより，水位を通報及び公表しなければな

らない（法第１２条）。

９ 水 防 協 力 団 体･･･水防に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法

人その他法人でない団体であって，事務所の所在地，構成員の資格，代

表者の選任方法，総会の運営，会計に関する事項その他当該団体の組織

及び運営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを有し

ているものとして水防管理者が指定した団体をいう（法第３６条第１項）。

10 洪 水 予 報 河 川･･･国土交通大臣又は知事が，流域面積が大きい河川で，洪水により国民

経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河

川。国土交通大臣又は知事は，洪水予報河川について，気象庁長官と共

同して，洪水のおそれの状況を基準地点の水位又は流量を示して洪水の

予報等を行う（法第１０条第２項，第１１条第１項，気象業務法（昭和

２７年法律第１６５号）第１４条の２第２項及び第３項）。

11 水 防 警 報･･･国土交通大臣又は知事が，洪水，津波又は高潮により国民経済上重大

又は相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定した河川又は海岸（水

防警報河川等）について，国土交通省又は都道府県の機関が，洪水，津
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波又は高潮によって災害が起こるおそれがあるとき，水防を行う必要が

ある旨を警告して行う発表をいう（法第２条第８項，法第１６条）。

12 水 位 周 知 河 川･･･国土交通大臣又は知事が，洪水予報河川以外の河川で洪水により国民

経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河

川。国土交通省又は知事は，当該河川の水位があらかじめ定めた洪水特

別警戒水位に達したとき，水位又は流量を示して通知及び周知を行う（法

第１３条）。

13 水位周知下水道･･･都道府県知事又は市町村長が，内水により相当な損害が生ずるおそれ

があるものとして指定した公共下水道等の排水施設等。都道府県知事又

は市町村長は，水位周知下水道について，当該下水道の水位があらかじ

め定めた内水氾濫危険水位（雨水出水特別警戒水位）に達したとき，水

位を示して通知及び周知を行う。（法第１３条の２）

14 水 位 周 知 海 岸･･･都道府県知事が，高潮により相当な損害が生じるおそれがあるものと

して指定した海岸。都道府県知事は，水位周知海岸について，当該海岸

の水位があらかじめ定めた高潮氾濫危険水位（高潮特別警戒水位）に達

したとき，水位を示して通知及び周知を行う。（法第１３条の３）

15 水 位 到 達 情 報･･･水位周知河川，水位周知下水道又は水位周知海岸おいて，あらかじめ

定めた氾濫危険水位（洪水特別警戒水位，雨水出水特別警戒水位又は高

潮特別警戒水位）への到達に関する情報のほか，水位周知河川において

は氾濫注意水位（警戒水位），避難判断水位への到達情報，水位周知河

川又は水位周知海岸においては氾濫発生情報のことをいう。

16 水防団待機水位･･･量水標の設置されている地点ごとに知事が定める水位で，各水防機関

（通報水位） が水防体制に入る水位（法第１２条第１項に規定される通報水位）をい

う。水防管理者又は量水標管理者は，洪水又は高潮のおそれがある場合

において，量水標等の示す水位が水防団待機水位（通報水位）を超える

ときは，その水位の状況を関係者に通報しなければならない。

17 氾 濫 注 意 水 位･･･水防団待機水位（通報水位）を超える水位であって，洪水又は高潮に

（警戒水位） よる災害の発生を警戒すべきものとして知事が定める水位（法第１２条

第２項に規定される警戒水位）をいう。水防団の出動の目安となる水位

である。

量水標管理者は，量水標等の示す水位が氾濫注意水位（警戒水位）を

超えるときは，その水位の状況を公表しなければならない。

18 避 難 判 断 水 位･･･氾濫注意水位（警戒水位）を超える水位であって，市町村長の高齢者

等避難の発令の目安となる水位をいう。

19 氾 濫 危 険 水 位･･･洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがあ

る水位をいう。市町村長の避難指示の発令判断の目安となる水位である。

水位周知河川においては，法第１３条第１項及び第２項に規定される洪

水特別警戒水位に相当する。

20 内水氾濫危険水位･･･法第１３条の２第１項及び第２項に規定される雨水出水特別警戒水位

のこと。内水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそ

れがある水位をいう。

21 高潮氾濫危険水位･･･法第１３条の３に規定される高潮特別警戒水位のこと。高潮により相
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当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある水位をいう。

市町村長の避難指示の発令判断の目安となる水位である。

22 洪水特別警戒水位･･･法第１３条第１項及び第２項に定める洪水による災害の発生を特に警

戒すべき水位。国土交通大臣又は知事は，指定した水位周知河川におい

てこの水位に到達したときは，水位到達情報を発表しなければならない。

23 雨水出水特別警戒水位･･･法第１３条の２第１項及び第２項に定める内水による災害の発生を特

に警戒すべき水位。内水氾濫危険水位に相当する。都道府県知事又は市

町村長は，指定した水位周知下水道においてこの水位に到達したときは，

水位到達情報を発表しなければならない。

24 高潮特別警戒水位･･･法第１３条の３に定める高潮による災害の発生を特に警戒すべき水

位。高潮氾濫危険水位に相当する。知事は，指定した水位周知海岸にお

いてこの水位に到達したときは，水位到達情報を発表しなければならな

い。

25 重 要 水 防 箇 所･･･堤防の決壊，漏水，川の水があふれる等の危険が予想される箇所であ

り，洪水等に際して水防上特に注意を要する箇所をいう。

26 洪水浸水想定区域･･･洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保するため，洪水予報河川及び水位

周知河川について，想定し得る最大規模の降雨により当該河川が氾濫し

た場合に浸水が想定されるとして国土交通大臣又は都道府県知事が指定

した区域をいう。（法第１４条）ただし，県管理河川においては，河川

整備の計画降雨により当該河川が氾濫した場合に想定される区域をい

う。

27 内水浸水想定区域･･･水位周知下水道について，内水時の円滑かつ迅速な避難を確保し，又

は浸水を防止することにより，水災による被害の軽減を図るため，想定

し得る最大規模の降雨により当該下水道において氾濫が発生した場合に

浸水が想定される区域として都道府県知事又は市町村長が指定した区域

をいう（法第１４条の２に想定される雨水出水浸水想定区域）。

28 高潮浸水想定区域･･･水位周知海岸について，高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し，又は

浸水を防止することにより，水災による被害の軽減を図るため，想定し

得る最大規模の降雨により当該下水道において氾濫が発生した場合に浸

水が想定される区域として都道府県知事が指定した区域をいう（法第

１４条の３）。

29 ホ ッ ト ラ イ ン･･･河川管理者から，必要に応じ河川の状況，水位変化，今後の水位見通

し等を市町村長等へ直接電話等で伝える仕組みをいう。また，仙台管区

気象台から，必要に応じ気象状況の見通し等を市町村長等へ直接電話等

で伝える仕組みをいう。

30 タ イ ム ラ イ ン･･･災害の発生を前提に，防災関係機関が連携して災害時に発生する状況

をあらかじめ想定し共有した上で，「いつ」，「誰が」，「何をするか」に

注目して，防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画をいう。

31 浸水被害軽減地区 ･･･洪水浸水想定区域内で輪中堤防その他の帯状の盛土構造物が存する土

地（その利用状況がこれに類するものとして国土交通省令で定める土地

を含む。）の区域であって浸水の拡大を抑制する効用があると認められ

る区域として水防管理者が指定した区域をいう（法第１５条の６）。
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第３節 水防の責任等

水防に関係する各主体について，水防法に規定されている責任及び義務は次のとおりである。

(1) 県の責任

県内における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき責任を有する（法

第３条の６）。具体的には，主に次のような事務を行う。

イ 指定水防管理団体の指定（法第４条）

ロ 水防計画の作成及び要旨の公表（法第７条第１項及び第７項）

ハ 水防管理団体が行う水防への協力（河川法第２２条の２，下水道法第２３の２）

ニ 県水防協議会の設置（法第８条第１項）

ホ 気象予報及び警報，洪水予報の通知（法第１０条第３項）

ヘ 洪水予報の発表及び通知（法第１１条第１項，気象業務法第１４条の２第３項）

ト 量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第１２条）

チ 水位周知河川，水位周知下水道及び水位周知海岸の水位到達情報の通知及び周知（法第

１３条第２項及び第３項，第１３条の２第１項並びに第１３条の３）

リ 洪水予報又は水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法第１３条の４）

ヌ 洪水浸水想定区域の指定，内水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域の指定，公表及び通

知（法第１４条及び第１４条の２及び第１４条の３）

ル 都道府県大規模氾濫減災協議会の設置（法第１５条の１０）

ヲ 水防警報の発表及び通知並びに水防警報河川等の指定及び公示（法第１６条第１項，第

３項及び第４項）

ワ 水防信号の指定（法第２０条）

カ 避難のための立ち退きの指示（法第２９条）

ヨ 緊急時の水防管理者，水防団長又は消防機関の長への指示（法第３０条）

タ 水防団員の定員の基準の設定（法第３５条）

レ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第４０条）

ソ 水防管理団体に対する水防に関する勧告又は助言（法第４８条）

(2) 水防管理団体の責任

管轄区域内の水防を十分に果たすべき責任を有する（法第３条）。具体的には，主に次のよ

うな事務を行う。

イ 水防団の設置（法第５条）

ロ 水防団員等の公務災害補償（法第６条の２）

ハ 平常時における河川等の巡視（法第９条）

ニ 水位の通報（法第１２条第１項）

ホ 水位周知下水道の水位到達情報の通知及び周知（第１３条の２第２項）

ヘ 内水浸水想定区域の指定，公表及び通知（第１４条の２）

ト 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置（法第

１５条）

チ 避難確保計画又は浸水防止計画を作成していない地下街等の所有者又は管理者への必要

な指示，指示に従わなかった旨の公表（法第１５条の２）

リ 避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への必要な指示，

指示に従わなかった旨の公表（法第１５条の３）

ヌ 浸水被害軽減地区の指定・公示及び通知，標識の設置，土地の形状変更の届出を受理し
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た際の通知・届出者への助言又は勧告（法第１５条の６,法第１５条の７，法第１５条の

８）

ル 予想される水災の危険の周知等（法第１５条の１１）

ヲ 水防団及び消防機関の出動準備又は出動（法第１７条）

ワ 緊急通行により損失を受けた者への損失の補償（法第１９条第２項）

カ 警戒区域の設定（法第２１条）

ヨ 警察官の援助の要求（法第２２条）

タ 他の水防管理者又は市町村長若しくは消防長への応援要請（法第２３条）

レ 堤防決壊等の通報，決壊後の処置（法第２５条及び法第２６条）

ソ 公用負担により損失を受けた者への損失の補償（法第２８条第３項）

ツ 避難のための立退きの指示（法第２９条）

ネ 【指定水防管理団体】水防訓練の実施（法第３２条の２）（指定水防管理団体以外の水

防管理団体は，努力義務）

ナ 【指定水防管理団体】水防計画の作成及び要旨の公表（法第３３条第１項及び第３項）

ラ 【指定水防管理団体】水防協議会の設置（法第３４条）

ム 水防協力団体の指定・公示（法第３６条）

ウ 水防協力団体に対する監督等（法第３９条）

ヰ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第４０条）

ノ 水防従事者に対する災害補償（法第４５条）

オ 消防事務との調整（法第５０条）

(3) 国土交通省の責任

イ 洪水予報の発表及び通知（法第１０条第２項，気象業務法第１４条の２第２項）

ロ 量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第１２条）

ハ 水位周知河川の水位到達情報の通知及び周知（法第１３条第１項）

ニ 洪水予報又は水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法第１３条の４）

ホ 洪水浸水想定区域の指定，公表及び通知（法第１４条）

ヘ 大規模氾濫減災協議会の設置（法第１５条の９）

ト 水防警報の発表及び通知（法第１６条第１項及び第２項）

チ 重要河川における知事等に対する指示（法第３１条）

リ 特定緊急水防活動（法第３２条）

ヌ 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第４０条）

ル 都道府県等に対する水防に関する勧告及び助言（法第４８条）

(4) 公共下水道管理者（県・市町村）の責任

水防管理団体が行う水防への協力（下水道法第２３条の２）

(5) 気象庁の責任

イ 気象，津波，高潮及び洪水の予報及び警報の発表及び通知（法第１０条第１項，気象業務

法第１４条の２第１項）

ロ 洪水予報の発表及び通知（法第１０条第２項，法第１１条第１項並びに気象業務法第１４

条の２第２項及び第３項）

ハ 流域雨量指数の予測値及び危険度分布の提供（気象業務法第11条）

(6) 居住者等の義務

イ 水防への従事（法第２４条）
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ロ 水防通信への協力（法第２７条）

(7) 水防協力団体の義務

イ 決壊の通報（法第２５条）

ロ 決壊後の処置（法第２６条）

ハ 水防訓練の実施（法第３２条の２）

ニ 津波避難訓練への参加（法第３２条の３）

ホ 業務の実施等（法第３６条，第３７条，第３８条）

第２章 水防組織

第１節 水防管理団体

水防管理団体は，その区域内の河川等で水防を必要とするところを警戒，防御するものとし，そ

のため水防団を組織しておくものとする。ただし，消防機関が水防事務を十分に処理することがで

きる場合は，この限りでない。（第１表）

第２節 指定水防管理団体

指定水防管理団体とは，法第４条に基づき，知事が水防上公共の安全に重大な関係のある水防管

理団体として指定した水防管理団体をいう。（第１表）
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第１表

大河原土木事務所(9) 北部土木事務所（5）

1 ◎ 白 石 市 25 ◎ 大 崎 市

2 ◎ 角 田 市 26 ◎ 色 麻 町

3 ◎ 蔵 王 町 27 ◎ 加 美 町

4 七 ヶ 宿 町 28 ◎ 涌 谷 町

5 ◎ 大 河 原 町 29 ◎ 美 里 町

6 ◎ 村 田 町 北部土木事務所栗原地域事務所(1)

7 ◎ 柴 田 町 30 ◎ 栗 原 市

8 川 崎 町 東部土木事務所登米地域事務所(1)

9 ◎ 丸 森 町 31 ◎ 登 米 市

仙台土木事務所(15) 東部土木事務所(3)

10 ◎ 仙 台 市 32 ◎ 石 巻 市

11 塩 竈 市 33 ◎ 東 松 島 市

12 ◎ 名 取 市 34 ◎ 女 川 町

13 ◎ 多 賀 城 市 気仙沼土木事務所(2)

14 ◎ 岩 沼 市 35 ◎ 気 仙 沼 市

15 ◎ 亘 理 町 36 ◎ 南 三 陸 町

16 ◎ 富 谷 市

17 ◎ 山 元 町

18 ◎ 松 島 町

19 七 ヶ 浜 町

20 ◎ 利 府 町

21 ◎ 大 和 町

22 ◎ 大 郷 町

23 大 衡 村

24 阿 武 隈 川 下 流 左 岸 水 害 予 防 組 合

水防管理団体及び指定水防管理団体一覧表

合計　36団体（◎指定水防管理団体　30団体）
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第３節 県の水防組織

１ 災害対策本部条例等による組織

(1) 警戒本部（本部長：復興・危機管理部長）

水防に関係のある警報等が発表され，広範囲にわたる災害の発生が予想されるとき又は

災害が発生したときから，災害の危険が解消し，又は災害に対する応急対策がおおむね完

了したと復興・危機管理部長が認めるときまで，警戒本部を組織し事務を処理する。ただ

し，災害 対策本部等が設置されたときは，廃止する。

(2) 特別警戒本部（本部長：副知事）

水防に関係のある警報等が発表され，広範囲かつ大規模な災害の発生が予想されるとき

又は広範囲にわたる災害が発生したときから，災害の危険が解消し，又は災害に対する応

急対策がおおむね完了したと副知事が認めるときまで，特別警戒本部を組織し事務を処理

する。ただし，災害対策本部等が設置されたときは，廃止する。

(3) 災害対策本部（本部長：知事）

災害が発生し，又は発生するおそれがある場合において知事が必要と認めたときから，

災害の危険が解消し，又は災害に対する応急対策がおおむね完了したと知事が認めるとき

まで，災害対策本部を組織し事務を処理する。

２ 水防組織（本部長：土木部長）

水防に関係のある警報等が発表され，広範囲にわたる水災の発生が予想されるとき又は水災

が発生したときから，水災の危険が解消し，又は水災に対する応急対策がおおむね完了したと

水防本部長が認めるときまで，水防本部を組織し事務を処理する。ただし，災害対策本部が設

置されたときは，その組織に統合されるものとする。
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水防組織

第４節 洪水予報・水防・災害情報連絡会

国，県及び関係機関は，「名取川・阿武隈川下流洪水予報・水防・災害情報連絡会」及び「北上

川下流及び鳴瀬川水系洪水予報・水防・災害情報連絡会」を通して，水防技術の向上や洪水予報，

水防警報等の情報伝達の円滑化を図ることにより，水害の防止，軽減を図るものとする。

第５節 大規模氾濫時の減災対策協議会

国，県，市町村及び関係機関は， その構成員となっている大規模氾濫時の減災対策協議会（法

第１５条の９第１項に規定する大規模氾濫減災協議会及び法第１５条の１０第１項に規定する都道

府県大規模氾濫減災協議会）において協議が調った事項については，その協議の結果を尊重し，水

防計画へ反映するなどして，取組を推進するものとする。

第６節 水防区

国，県は，各土木事務所・地域事務所所管区域を水防区とし，水防技術の向上や水防倉庫の点検

等を行うとともに，関係機関と適宜必要な連絡調整等を行い，水害の防止，軽減を図るものとする。

班区分 担 当 課

水防本部長 副本部長
連 絡 ・
調整班

河川課
防災砂防課

土木部長

　（河川・海岸の被害状況等に関する情報）

本部員 　（雨量・水位・気象等に関する情報）

土 木 部 各 課 長 　（水防に関する情報）

広 報 課 長 　（ダム・洪水調節等に関する情報）

復興・危機管理総務課長 　（港湾の被害に関する情報） 港湾課

農 村 整 備 課 長 　（道路の被害状況等に関する情報） 道路課

警察本部災害対策室長 　（砂防の被害状況等に関する情報） 防災砂防課

　（農業用河川工作物等に関する情報） 農村整備課

　（気象等に関する情報）

　（水防に関する情報）

　（水災に関する情報） 警備課

河川課
広報課

応援班

土木総務課
河川課
港湾課
道路課
防災砂防課
都市計画課
復興・危機
管理総務課
警備課

資材班
防災砂防課
河川課
事業管理課

河川課

復興・危機
管理総務課

報道に関すること。

人員の応援，水防技術の指導に関すること。

職 務 内 容

水防本部の連絡調整及び庶務に関すること。

土木部副部長

河 川 課 長

情報班

情報の収集及び記録に関すること。
関係機関（土木事務所，気象台，警察，水防関係
機関，国土交通省など）との連絡に関すること。

資材の調達，輸送に関すること。

9



土 木 事 務 所
地方振興事務所
保健福祉事務所

地 方 ダ ム
総 合 事 務 所 等

東北地方整備局
河川(国道)事務所

警 察 署 気 象 官 署

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所
（ 樽 水 ダ ム ）
（ 大 倉 ダ ム ）
（ 七 北 田 ダ ム ）
（ 南 川 ダ ム ）
（ 宮 床 ダ ム ）
（ 惣 の 関 ダ ム ）
大 崎 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所
（ 漆 沢 ダ ム ）
（ 化 女 沼 ダ ム ）
（ 上 大 沢 ダ ム ）

栗 原 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所
（ 花 山 ダ ム ）
（ 荒 砥 沢 ダ ム ）
（ 小 田 ダ ム ）
北部地方振興事務所
栗 原 地 域 事 務 所
（ 栗 駒 ダ ム ）

仙 台

仙 台

北 上 川 下 流

－

　　機関

水防区

水防区関係機関一覧

大河原，白石，
角田

仙台中央，
仙台南，仙台北，
仙台東，岩沼，
大和，亘理，塩
釜，大和

県 の 機 関 主 な 関 係 機 関

－

大 河 原

大 河 原

仙 南

大河原

仙台管区気象台仙 台

－

古川，鳴子，
加美，遠田

若柳，築館

佐沼，登米

－

－

－

－

石巻，河北

気仙沼，南三陸

仙 台

仙 台

仙 台

栗 原

大 崎

東 部 （ 登 米 ）

東 部 （ 登 米 ）

東 部 （ 登 米 ）

東 部

東 部

東 部

北 上 川 下 流

－

北 部

北 部

北 部

北 部 （ 栗 原 ）

北 部 （ 栗 原 ）

北 部 （ 栗 原 ）

気仙沼

石 巻

登 米

－

（ 払 川 ダ ム ）

（ 長 沼 ダ ム ）

気 仙 沼

気 仙 沼

気 仙 沼

北 上 川 下 流

北 上 川 下 流－
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